
２．教育課程の履修、評価及び単位認定に関する細則 

 
（目的） 

第１条  この細則は、本学院学則の定めるもののほか、教育課程の履修及び単位認定に関する必要な

事項を定める。 

 

（履修） 

第２条  教科目（教科目とは学科目と実習をさす）は、基礎分野、専門基礎分野、専門分野からなる。 

  ２ 履修すべき教科目は全教科を必須とする。 

  ３ 授業への出席は原則として出席すべき時間の 3 分の 2 以上とする。 

ただし、欠席理由が次のいずれかに該当する場合は、必要書類を提出し、学院管理会議の承認

が得られれば公欠とすることができる。公欠となった日数は、出席すべき日数から除外する。 

（１）学校保健安全法に基づく出席停止（細則 6 第 7 条 3 項）（診断書の提出を必要とする） 

（２）親族の死亡による欠席（細則 2 第８条）（忌引き届の提出を必要とする） 

（３）その他学院長が必要と認めた欠席 

  ４ 教科目は、次の各号に従って履修しなければならない。 

   （１）履修にあたっては、定められた各学年の教育計画に従わなければならない。 

   （２）１回の学科授業は９０分で行う。 

      １時限（ ９：００～１０：３０） ２時限（１０：４５～１２：１５） 

      ３時限（１３：００～１４：３０） ４時限（１４：４５～１６：１５） 

   （３）実習時間は、１日 7.2 時間とする。ただし、地域・在宅看護論実習は 7.8 時間とする。 

   （４）単位未修得となった者は、翌年当該科目を再履修しなければならない。再履修の方法は、

別途定める。 

   

（成績の評価） 

第３条  履修した教科目の成績評価は、A、B、C、D とし、A、B、及び C を合格とする。 

  ２ 成績の査定については別途規定に定める。 

 

（単位の認定） 

第４条  教科目を履修し、合格した者には、所定の単位が与えられる。 

  ２ 講義においては 45 分を 1時間換算とし、16 時間から 30時間までの授業をもって 1単位とす 

る。臨地実習については 50 分を 1時間換算とし、30時間から 45 時間をもって 1単位とする。 

 

  ３ 単位の認定は、教科目の成績および履修状況などを総合的に勘案し、学院長が行う。 

  ４ ２～３学年次の実習を履修するためには、それまでに履修すべき専門基礎分野および専門分野

の教科目において、その単位を修得することを条件とする。 

（卒業の認定） 

第 5 条 学院長は、出席日数が出席すべき日数の 3 分の 2 以上で、学則第 11 条別表１に定めるすべて

の単位認定をうけた者で授業料を完納した者について、学院運営会議の議を経て卒業を認定す



る。 

  ２ 学校長は卒業を認定した者に対して卒業証書を授与する。 

 

（既修得単位） 

第６条  学則第１０条に基づき、本学院入学前に取得した単位を本学院での取得として認定を受ける

ことができる。 

  ２ 前項の規定による単位の申請にあたり、本人が所定の申請書にもとづき、当該学校養成所の単

位修得証明書および単位認定を受ける科目の授業内容がわかる書類（シラバスなど）を添付し、

学院長へ申請しなければならない。 

  ３ 前項による既修得単位の認定は、基礎分野および専門基礎分野とし、19 単位を超えない範囲で

学院長が認める。なお、既修得単位として認定した学科目について評価は行わない。 

４ 前項による既修得単位の申請は、入学までに既修得単位を証する書面の提出をもって行う。 

  ５ 単位を認定された学科目について、授業の聴講は可能であるが、既修得単位の認定時において、

聴講希望であることを申し出て、学院長の許可を得なければならない。 

  ６ 聴講を認められた科目の聴講を取り消す場合は、聴講取り消し届を提出しなければならない。 

（遅刻、早退等） 

第７条  遅刻は学科授業開始及び実習開始時に遅れた場合をいい、早退は学科授業終了及び実習終了

時刻前に退席した場合をいう。 

  ２ 学科授業における遅刻、早退及び離席は１５分未満とし、これを超えるものは９０分の欠課扱

いとする。 

  ３ 実習における遅刻、早退及び離席は１５分未満とし、これを超え２時間未満は４時間の欠課、

２時間を超える場合は 7.2 時間の欠課となる。 

  ４ 遅延証明がある場合は遅刻、欠課の取り扱いとしない。 

 

（忌引） 

第８条  忌引とその日数は、以下のとおりとする。 

     １）両親死亡の時   7 日 

     ２）祖父母死亡の時  ３日 

     ３）兄弟姉妹死亡の時 ３日 

     ４）３親等（曾祖父母・叔父叔母・伯父伯母）以内の血族および姻族死亡の時  １日 

  ２  出校した日から 3 日以内に忌引届と会葬礼状等確認できる書類を提出する。確認後、会葬礼

状等書類は返却する。 

 

（出校停止） 

第９条  学校保健安全法施行令第六条に定めるところにより、学院長は出席を停止させることができ

る。（細則６第 7 条 3 項参照） 

 

付  則  この細則は、１９７５（昭和５０）年４月１日から実施する。 

            １９８７（昭和６２）年４月１日 改定 



            １９８９（平成 １）年４月１日 改定 

            １９９０（平成 ２）年４月１日 改定 

            １９９１（平成 ３）年４月１日 改定 

            １９９７（平成 ９）年４月１日 改定 

            １９９８（平成１０）年４月１日 改定 

            ２００２（平成１４）年４月１日 改定 

            ２００５（平成１７）年４月１日 改定 

            ２００７（平成１９）年４月１日 改定 

            ２００８（平成２０）年４月１日 改定 

            ２００９（平成２１）年４月１日 改定 

            ２０１０（平成２２）年４月１日 改定 

            ２０１１（平成２３）年４月１日 改定 

２０１３（平成２５）年４月１日 改定 

２０１４（平成２６）年４月１日 改定 

２０１５（平成２７）年４月１日 改定 

２０１６（平成２８）年４月１日 改定 

２０１７（平成２９）年４月１日 改定 

２０１８（平成３０）年４月１日 改定 

２０１９（平成３１）年４月１日 改定 

２０２２（令和 ４）年４月１日 改定 


